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資本集中度とその経済的意味
工　はしがき
■　資本集中度とその尺度
　　　一企業集団表分析を中心に一
皿　一般集中度と市場集中度
IV　結　　論
1　は　しがき
橋 本 介
　　競争戦は商品の低廉化によって行われる。商品の低廉は，他の事情が同等ならば，労
働の生産性に依存するのであるが，この後者は生産の規模に依存する。だから，大資本
　は小資本に打勝つ。さらに想起されるのは，資本制生産様式の発展につれて，事業をそ
　の標準的諸条件のもとで営むに必要な個別的資本の最低分量が増大するということであ
　る。だから小資本は，大工業によっては，まだ散在的または不完全にしか征服されて
　いない生産諸部面に殺到する。競争の激しさは，ここでは敵対する諸資本の数に正比例
　し，それらの大いさに逆比例する。競争は常に，多数の小資木家たちの滅亡をもって終
　るのであって，彼等の資本は，一部は勝利者の手に移り，一部は滅亡する。このことは
　暫くおき，資本制的生産につれて一つの全く新たな力たる信用業が形成されるのであっ．
　て，これはその初期には，蓄積の謙遜な助手として忍びこみ，社会の表面に大小さまざ
　まの分量で分散する貨幣手段を眼に見えない糸により個々の資本家または結合資本家の
　手にかき集めるのであるが，やがては競争戦上の新たな恐るべき武器となり，結局は．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
資本集中のための彪大な社会的機構に転化する。
　このマルクスの叙述は，資本制生産様式の発展にともなう資本集中の一・般’
的テーゼとして，あまりにも有名である。だが，その叙述はすこぶる簡単で．
ある。否，むしろ，資本制生産様式はマルクス自身が簡単な事実示唆で十分
（1）K．Marx，　Das　Kapital，　Band　l，1962，　S．　654～655．長谷部訳『資本論』第■
　　部下，，（青木書店），p．972～9フ3．引用文は訳文による。
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だと考えていた個人資本による個人経営の生産段階を通り越して発展し，信
用の介在によるあまりにも複雑な生産様式となった，と述べた方が正確であ
る。この様に高度に発展した複雑な資本諏義社会にあっては，そもそも，個
別資本とは何かという問題が生じる。そして，その個別資本の大いさをいか
　　　　　　　　　　　　　　　　つ
なる尺度でいかに推定す，るか，又，個別資本間の支配と被支配の関係をいか
なる尺度でいかに定義するか，．いささか複雑である。ましてや，広範な個別
資本間の協定や競合，部分的協定や協力，葛∫業者団体の存在等々を認めるな
　（2）
らば，資本集中の数量的把握及び認識の困難さはいうには及ばず，その経済
的含意さえ定かでない。きらに，一国の経済の中核を占める巨大企業におけ
る広範な経営と所有の分離の存在を認めるならば，資本所有と支配と利潤の
複雑な帰属問題が生じ，資本の持つ本性（利潤追求）の変質さえ叫ばれるよ
　　　　　（3）
うになった。J．　K．　Galbraith．に至っては，経済，従って社会全体：の支配権
を握る者は希少資源の所有者であって，もはやアメリカにおいては，資本の支
配権はなくなったと言う。すなわち，アメリカ経済における今日の豊富な資
本蓄積は資本から希少性を喪失せしめ，組織化された知性をして希少たらし
めた。この組織化された知性をテクノストラクチュア（Technostructure）と
呼び，その希少性は企業における支配権を資本所有者からテクノストラクチ
　　　　　　　　　　　　（4）
ユアの手に移行させたという。しかし，資本集中の問題はガルブレイスが考
（2）日本の独禁法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律）はカルテルを原
　　則的に禁止している（第1条及び第2条第6項により）ため，寡占企業間の協定は
　　往々にして暗黙の協定（tacit　collu』ion）の形態をとり，その実態は捕捉しがkい。
　　しかしながら，「独禁法」の28年の大改正（？）により広範な適用除外の規定がも
　　うけられ，その後，多数の適用除外法が出来，カルテルの数はうなぎ登りに上昇，
　　42年12目下現在で1001件もあった。尚，その詳細は末尾の附表1を参照されたし。
　　　事業者団体に関しても，独禁法が制定された初期にほカルテルの温床となること
　　をもって「事業者団体法」できびしく取締まられていたが，28年9月1日に廃止さ
　　れてから，その数は急増した。詳細は附表2を参照されたし。公正取引委員会編
　　　　　　　　　　　　　　　ノr独占禁止政策二十年目』の附属資料P・499～フ08．
〈3）A．A．　Berle，　Jr．　and　G．　c．　Means，　The　f14’ordern　corporation　and
　　ProPerty，　Book　工，北島忠男訳r近代株式会社と私有財産』策1編。
〈4）J．K：．　Galbraith，　The　1＞ew　Industrial　State，　Chap．5，1967，都留重入監訳
　　　『薪しい産業国家』第5章。
　　　　　　　　　　　　　　　　一64一
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えでいる間題とはやや異にする。資本は果して全ての企業家にとって希少で
なくなったのだろうか。もしそうでなければ，企業間の支配関係は依然とし
て残る。又，たとえ企業の支配権がテクノストラクチュアに移行したとして
も，’彼らの支配権はその企業の巨大性から生じる強力な内部蓄積力を背景に
して初めていえることではないか。あるいは，たとえ資本家の企業に対する
支配力はまったくなくなったとしても，機能資本としての支配力は絶大なも
．のがある。我々がここで資本集中を問題にする場合の資本は機能資本及び正
に機能せんとする資本としての支配力の集中を意味し，従って，資本集中は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’（5）
企業内部及び企業間の資本の集積・集中を意味すると定義することが出来る。
．A．　A．　Berle，　Jr．　and　G．　C．　MeansやJ．　K．　Galbraithが提起した目凹は，
資本家による機能資本に対する支配の闇題で，資本集中との関連では企業に
よる企業の支配と資本の利潤追求の性格の変質の二点に対して興味がある
．が，．後者は並並の問題とは関係がないので捨象する。，
　この直な資本集中の量的把握における諸問題をふまえ，一国の資本集中の．
実態を把握し，経済の独占化傾向を把握しようとした試みに，P．　M．　Sweezy
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
の．「アメリカ経済における利益集団」の研究，及び，宮崎義一教授の「企業
（5）K．Marxは，資本の本来的集中を蓄積及び集積から区別して，両者の性格の違い
　　を次の様に述べている。
　　　　「多数の個別資本への社会的総資本のこうした分裂，または社会的総資本の分数
　　層諸部分の相互減反擁に対しては，それらの部分の吸引が作用する。これはもはや，
　　蓄積と同一物たる，生産手段と労働にたいする指揮との簡単な集積ではない。それ
　　は，すでに形成されている諸資本の集積であり，それらの資本の個別的自立性の止
　　揚であり，資本家による資本家の収奪であり，少数の大資本への多数の小資本の転
　　化である。この過程が第一の過程から区別される点は，すでに現存して機能しつつ
　　ある諸資本の配分の変更のみを前提とし，したがってその作用範囲は社会的富の絶
　　対的増加または蓄積の絶対的限界によって制限されていない，ということである。
　　r方において一人の人の手にある資：本が大きな分量に膨張するのは，他方において
　　多数の人々の手にある資本が失われるからである。これは，蓄積および集積と区別
　　される本来的集中である。」K．Marx．　a．　a．0．，　S．654，長谷部訳，前掲書P．972．
〈6）P．MSweezy，　The　Present　as　H’istorツ，　Chap．12，ユ953．尚，これはSw・
　　eezyがNational　Resources　Committee，　The　Stntctztre　of　the　Amei’ican
　　Economy，　Part　I．，1939に発表したものを収録したものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　一65一
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　　　　　　　　　（7）
集団表分析」がある。両者の分析はほぼ同様の方法によるが，ここでは資本
支配の構造を産業構造との関連において包括的把握に成功しているといわれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
ている宮崎教授の分析を参考に若干検討を加えてみよう。
1［　資本集中度とその尺度
　　　一企業集団表分析を中心に一
　宮崎教授は企業集団表による調査の意義を（1）戦後日本の独占化の程度を測
定する指標として，及び，（2）戦後日本経済における資本構造分析にとって不
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）可欠であるという＝r点に求めておられる，i特に，この論文との関連で第1点
を中心に以下検討する，
　宮崎教授は独占の条件として，資本の集申一企業者的才能があれば，だ
れでもいつでも容易に資金の調達が可能であるというビジネス・デモクラシ
ー（business　democracy）の想定が満たされないこと一と，市場支配力の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ集中一外国からの競争を無視しうるならば，生産の集中度はこの指標の重
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
罪な一つである一の二つを考えておられる。さらに同教授は，ビシネス・
デモクラシーに関して，ある産業への新規参入がみられても，巨大資本系列
に所属するというその性格が問題であり，　「経済学の教科書が要求するビジ
．．．．．．．．．　　　　　　　　　　　　　　　（l！）
ネス・デモクラシーを発見することが出来ない。」と，指摘きれている。いい
かえるならば，向教授は，資本集中の程度をビジネス・デモクラシーが実現
しないこととの係り合いで考えておられる。　ところで，問題はこのビジネス
（7）宮崎教授は，昭和30年，35年，37年と企業集団表分析を発表しておられるが，この
　　論文との関連では，分析された結果に焦点があるのでなく，分析方法そのものに問
　　題があるのでもっぱらその観点から焦点を合せた。主要参考論文は，宮崎義一，
　　　r戦後日本の経済機構』の補論皿，及び同氏の論文「企業集団表分析の意義と方
　　法」　（都留重人監修『新しい政治経済学を求めて，第工集』の第皿論文）による。
（8）鮎沢成男，　「企業集団表分析の意義と方法」に関する　「コメント」，都留二人監
　　修，前掲占1，P・89．
（9）宮崎義一，前掲論文，都留監修，前掲書，p．42．
（10）宮崎義一『戦後日本の経済機構』，p．252．
（l！）宮崎義一，前掲書，p．252．
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・デモクラシーなるあいまいな概念にある。この概念は，，経済学を超越した
社会学的イデオロギーとしては理解可能であっても，経済学的には問題の所
在をボカし，すり変えてしまう、シニカ’ルな見方をすれば，：企業者能力もさ
ることながら，資本家階級と労働者階級という資本主義社会の階級存在その
ものがビジネス・デモクラシーの否定である。資本の集申をビジネス・デモ
クラシーという観念的な概念との係り合いで問題にすそのは経済学を超越し
ている。資本の集中の程度を経済学との係り合いで問題とするならば，　（競
争が生産性の増加を，従って，技術の高度化を強制するために，資本蓄積を
必然とするならば）資本集中の高度化が資本蓄積の構造及び行動にいかなる
インパクトを与えたかを論理的に究明しなければならない。そして，結果と
して，いかなる諸影響が経済の諸側面にあらわれてきたかを追求しなければ
ならない。近代経済学のタームで表現すれば，t資本の集中がいかなる市場メ
カ9ズムで支えられ，企業行動にいかなるインパクトを与え，その結果とし
てパフォーマンス　（performance）に，すなわち，所得分配に，社会的政治
的権力の力関係に，資源の分配に，企業の組織的効率や労働生産性に，技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工2）
進歩に，いかなる諸影響を与えたかが解11リヨきれなければならない。又，間接
的には，資本集中がそれらの諸影響を通じて雇用水準に与えた影響をも見逃
すことは出来ない。それらの諸関係や相五連関を明確にすることを意図する
ことをもって，初めて資本集中の程度が経済学の問題となる。この平な経済
分析を意図することによってのみ，望ましい方向への政策手段を見い出すこ
とが出来る糸口となる。私は，巨大企業の経済分析に資本からのアプローチ
をきわめて重視する一人であるが故に資本の集中があいまいな概念に連関さ
（12）　T．　Scitovsky，　“Economic　Theory　and　the　Measurement　of　Concentration”
　　in　Business　Concentration　and　Price　Policy，　（N　B．　E．　R．），　p．102．
　　　上記のperformanceの定義はScitovskyの考え方であるが，　R，　Cavesの定
　　義は若干ニュアンスを異にしている。彼は経済目的，又はperformanceの構成と
　　して，〔1）効率的〔2）完全雇用（3｝進歩的（4）平等的であることの4つをあげている。
　　　R．　Caves，　American　lndtsstry；　Stmcture，　Conduct，　ancl　Perfo’rmance，
　　First　ed．，　p．9S．
　　　　　　　　　　　　　　　一67一
　30ts・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13＞
れることを可能な限り排除すべきであると考える。、
次に，企業集団表分析の意義として指摘されている第二点について，教授
は戦後日本の資本構造分析に関するグローバルな制度的特質を抽出するため
の分析用具として，ストック分析の必要性を強調しておられるが，私も同感
　　（14）
である。しかし，この問題にふれるのは本論の主旨からそれるので別の機会
にゆずりたい。
次に，企業集団表の作製とその統計的方法について検討しよう。尚，教授
は37年度表を熱心にその作成方法について解説してわられるので，それを参
考にする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
　教授はその手続きを次の5つに大別されている。
i）該当企業の抽出
ii）調査表の作成
iii）産業分類基準の確定
iv）企業集団分類基準の確定
v）整理表による作表．と計算
まずsi）該当企業の抽出からみてみよう。該当企業は30年表，35年表と
（13）周知のように，K．　Marxは資：本の集積・集中を労働や小資本に対する指揮の集積
　　集中と認識している。この指摘はビジネス・デモクラシーなる概念をアナクロニズ
　　ムと否定．している観点である。そして，彼は資本の集積・集中を労働佃1下説でもつ
　　て利潤率に結びつけている。正直に云って私は労働価値説に関しては専門外なので
　　よく知らないが，資本集中を利潤率との係り含いで認識する点はすぐれて分析的で
　　ある。しかし，彼は，資本集中を上述した総合的なperformanceとの係り合いで
　　認識しようと云う観点を打ち立てていない。
　　　企業集団表分析の創始者であるP，Sweezyは支配を摘出することが中心課題で
　　あり，利益集団と価格形成，経済活動と政治活動との関連に対する係り合いや社会
　　共同体におけるその支配力の反映に関して分析を行っておらず，その重要性を示唆
　　しているにすぎない。彼は利益集団に係り合うperformanceを少し明確にした
　　が，経済分析にとって，まだ不明瞭で一面的である。
　　　K．Marx，　a．　a．0．，　S．653～654，長谷部訳，前掲書，　p。9フ1～972．
　　　P．Sweezy，　oP．　cit．，都留監訳，　p．212．
（14）都留重人監修，前掲書，p．49～53．
（15）　　〃　　〃，前掲書，P．53．
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同じく資産総額が50億以上に達する日本法人。その中で建設業と卸売業の過
大評価に関する修正がほどこされ，結局，当該調査対象の企業は482社とな
　　　（16）
っている。
　このことは調査の目的の相違によるが，資産50億以上の会社を切り捨てる．
ことになり，親会社子会社関係や下網北砂箏による巨大会社：の多角経営をめ・
ざす資本の動きや再投資活動が正確に反映しないことになりはしないか。巨
大会社になれば50社以上の関連企業を持つという。これがどの程度反映され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
ているのだろうか。資料としてはこの点に関’ｷるコメントが欲しい。尚，こ
の点に関するきめの細かい分析をやろうと思えば，一岡の基盤でみることも
必要だが，それ以上にケーススタディが必要である。企業の結合が企業の政
策にいかなる影響を及ぼし，それが結果にどう響くのか，この実証分析が積
み重ねられて，初めて一国のレベルでの資本結合の分析も生きてくる。その・
意昧では，もっとケーススタディに重点を置くべきだと私は考える。
　ii）の調査表の作成に関してはここでは省略する。
　iii）産業分類基準の確定
　　i）の調査対象企業482社から，ii）の調査票による精査により，三公社．
四現業などを含む425社を再生産可能有形資産　（棚卸資産＋有形固定資産一
土地）50億以．1＝に該当する企業として選ばれている。次にこの425社を産業
　　　　　　　　　（18）
別に分類しておられる。
　ところで，　この調査は法人による資本の集中を調査することを目的とさ
（！6）都留重人監修，前掲書，p．55～57．
（！7）公正取引委員会の発表によれば，上位lOQ社の系列会社数は昭和31年度末1，860社，
　　昭和38年度末4，248社，昭和39年度末で4，349社となっている。昭和39年度では実に
　　上位100社の一社当りの平均系列会社は4Q社以上となっている。そのうち，付力ll価
　　値に関しては，データが回収された系列会社3，089社と共同会社141社だけに限って
　　みても昭禾［39年度末では全会社の8．4％となり，上位100社の21．3％と比較しても，
　　その約40％が系列会社と共同会社で生産されたことになる。「主要会社IOO社およ
　　び系列会社の資木，営業利益および付加価値の集申状況調査の概要」，公正取引委
　　員会経済部，昭和42年6月。
（！8）都留重人監修，前掲書，p．63～65．
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れ，資本の尺度のdimensionに再生産可能な有形資産をとっておられるが故
に，当然，調査は企業（firm）　レベルで行なわれているq又，そのことによ
ってのみ産業を超越した規模格差の認識が可能になる。にもかからず，firm
レベルのデーターを使って教授は産業分類を試みておられるが，多角化の方
向に歩2しでいる巨大企業をfirm　レベルで産業分類しようとしてもそもそも
不可能なことであり，その様な産業分類には意味がない。資本をdimension
にとって企業格差を問題にしょうとすれば産業概念を離れた分析視角が導入
されなければならない。　この点に関しては産業概念の聞題や独占力の尺度と
　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
の係り合いで別の機会に論じよう。いずれにせよ産業概念とfirmレベルで
の資料とが相対立するとするならば窩崎教授の分析は資本支配の構造を産業
構造との関連において包括的にとらえていると評価された鮎沢氏の見解は経
済分析的意味が乏しいといわなければならない。
　iv）企業集団分類の確定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
　宮崎教授は企業結合のパターンを次の七つに分けておられる。
　1）技術関係（技術提携）。　2）生産要素と生産物の結台関係。　3）流通
過程の関係（流通支配）。4）資金調達関係。　5）株式所有関係，　6）役員
派遣綱木的関係。7）企業間の歴史的関係。
　このうち包括的に入手可能な資料は（4｝～（7）までしかないと述べておられ
る。そして（4）から（7）までの結合の関係を以下の基携で調査され，それぞれに
（19）産業概念に関しては，従来から考えられてきた原料又は生産過程の類似性によって
　　区分される産業と，需要者側から判定した類似性によってグル2Lビングする方法と
　　がある。後者はEH．　Chamberlinによって，初めてグループ均衡概念と対置
　　・て鰹構え旗需要の交叉蜘性（axj　piapi　xj）によ・判鯉準・す
　　る。一応ここではチェンバレンの見解に近い産業概念を想定している。
　　E．　H．　Chamberlin，　The　Theory　of　！140noPolistic　ComPetition，　Eighth　ed．
　　p．68～フO．
　　及び，M．　R．　Conklin　and　H．　T．　Goldstein，‘‘Census　Principles　Qf　Industry
　　and　Product　Classification，　Manufacturing　lndustries，　”　in　Business　Concen－
　　tration　and　Price　Policy，　（N．　B．　E　R），　p．！5rv31．
（20）都留重入監修，前掲書，P・65～66．
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ウェイトをつけて，金融集団を頂点とする，a）旧財閥系，　b）重化学工業
のビッグビジネス系，c）国家資本系，　d）系列外に区別され，さらに個々
の諸項目に関して細分類されている。
　分類の基準として，三井金融集団以一ド8集団を各々一単位とみなしたうえ
で，ω社長会の有無，の持株率，ω融資額の多惣，㈲社債の登録，受託の有
　　　　　　　　（21）
無を考えておられる。そして，各々の請項目に関してさらに細分類され，ウ
ェイトがほどこきれた上で組合され，集計されている。v）の整理表による
作成と計算の項は省略して，グルーピングの結果だけを示めせば，脚注のよ
　　　（22）
うになる。
　以上が宮崎教授の企業集団表分類の基準とグルーピングの概説であるが，
（2工）都留重人監修，前掲書，p．74～76．
（22）　（補表1）企業集団に加わった数とその内訳
防熱禾系潔紬織潮！｝i謙譲痘菱喩雛剰計
?
弱
子
計
）??（
）??
? ??（
）?（
?）53（
）????
?
（
?）???（
）??（
?）? ?（
?）?（
（　4）
?）?（
）﹇?????（
）?）???（
?）???（
128
（！03）
）???（
）?【 ﹇?（
）?（
?）??
236
（132）
　61
（工26）
）?（
337
（2eo）
備考：（）内は35年度企業集団表の数字である。
（補表2）主要企業集団群の資本集中度（％）
腰本到面繋灘鍵面嫌鍵本緊｝系列外郭
昭和30年
昭和35年
丸和37年
62．2
52．4
50．1
2．1
3．9
3．3
23．3
30．6
28．4
（30．0）
5．6
7．0
9．5
（7．9）
1．O
O．6
！．4
5．8
5．B
7．3
IOO
IOO
loo
備考＝（）内は35年には三井系内に位置した東芝系をそのまま残した場合を試
　　算したものである。当然その場合は巨大産業資本系からそれだけ差引かれ
　　　ることとなる。
一71一
　312
　　　　　　　（23）
不明快さが残る。
　まず第一に，　ビジネス・デモクラシーの所でもふれたように，このように
定義された資本集中による独占力の定義がなにであるか理解できない。従っ
て，企業の結合の関係にあっても，それが独占的支配関係であるか否かの区
別がつかない。生産をつづけていく場合にも，新事業に着手する場合にも，
企業と企業とが相互協力することは十分にありうる。宮崎教授の分類基準で
　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
は協力と独占的支配の区別がつかない。この事は社長会にしても，重筏派遣
にしても，融資額にしても，社債の登録にしても成りたつ。百歩譲って，教
授のあいまいな分類を認めたとしても，企業集団の独占力をいかなる形で定
義するのか。ありうるとすればきわめて抽象的な政治権力でしかなく，あい
（略表3）主要金融機関系企業集団資本集中度の変化（％）
ヒ縣三菱系
昭和30嗣　　6，1
昭和35年 6．0
5．0
6．1
住友系麩素籍累辰行劉合計
3．2
6．1
2．9
3．5
3．1
4．0
1．4
2，4
21：7
2フ．1
［聖37年1（3．85．4）・・45・・1・・63・52・・（1％）
　　都留重人監修，前掲書，p．79及びp．82．
（23）この研究の創始者であるP・Sweezy自身が「この研究の主題である諸関係は，そ
　　の本質からしてすぐれて質的な性格のものである。どんな統計技術を用いても，こ
　　れらの関係を量的な尺度に還元することは出来ない。」と述べ，又「この種の研究
　　には，偏見のない正確さは明らかに保証しがたい。」とも断言している。この種の
　　研究は企業集団の分類基準にしても，又，集団の諸関係の実体をなす支配にして
　　も，そもそもの出発点からしてあいまいさをまぬがれえないものである。しかし，
　　その集団がより明確な諸関係の中に位置ずけられ，その経済的諸影響がより明確に．
　　把握出来うるように批判することは，学問の進歩の名の下に許されてしかるべきこ
　　とと考える。　　　　　　　　　，
　　　P・Sweezy・oP・cit・，都留監訳，前掲書，　P．182を参照。
（24）企業集団が協力を主として形成される例はコンビナートである。若干ニュアンスを
　　異にする柴村氏の見解を端的に要約すれば，コンビナートは革新的技術休系を基礎
　　条件とするが，コンビナート間の競争は，コンビナート内の企業が同一資本で構成
　　されているといなにかかわらず，資本的経営的要素における集中を強める傾向にあ
　　るということである。しかし，それを即支配関係においてとらえることはやや性急
　　なきらいがあるのではなかろうか。柴村羊五r現代N本の独占資本3』，（至誠堂＞
　　p．　165．
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　　　　　　　　　（25）
まいそのものである。その意味では越後教授が「それぞれの企業の市場行動
の分析を基準にしなくては，経済理論的に意味をもったグルーピングはでき
　　　　　（26）
ないであろう」と指摘されているのは的をえていると言えるだろう。
　第2に，金融集団なる概念についても越後教授が指摘されている問題があ
る。特に金融市場の特殊な性格が無視され，重役派遣は即企業支配そのもの
と解されはしなかったけれど，それらの性格は企業の借り入れ：金に対する
behavior，：金融機関の貸し付け資金に対するbehavior，企業と金融機関の開
係，金融機関の制度的側面，金融機関と中央銀行との関係等をふまえて二二
討される必要があろう。J．　S．　Bainや越後教授の指摘によれば，金融機関に
よる重役の派遣や交換は，支配と’言うよりは情報交換や競争制限のためだと
　　　　　　　（27）
述べておられる。宮崎教授もこの点に考慮を払っておられるが，どの程度支
　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）
配にかかわりあっているか疑問である。今後この分野の実証的研究が進むこ
　　　　　（29）
とを期待する。
（25）中村秀一郎氏は企業集団の独占力に関して次の様に述べておられる。
　　　「個々の独占企業の多角化にとどまらず，独占企業相互の結合，在来の財閥系企
　　業の，新しい生産力基盤のもとでの結集，さらにこの系統をこえての独占体相亙
　　の，いわゆる企業提携の発展は，国家独占資本主義の蓄積機構一財政学融資を積極
　　的に動員して展開された。このような形態での独占企業の発展は，集団的コンツェ
　　ルン化の進展の道標であり，独占による国民経済全休にたいする支川己力の，飛躍的
　　強化を意味するものである、」
　　　この中村氏の論述は，見事に，生産における競争の諸条件を無視し，生産力の拡
　　大や技術進歩を無視し，極端に支配力を誇張しておられる。
　　　中村秀一郎『［1木の中小企業問題』，1961，（合同出版社），p．172．
（26）越後和典r寡占経済の基礎構造』，P・42．
（27）　　〃　，前掲書，P．47．
（28）：都留重人監修，前掲書，p．フ2～73，　p．77．
（29）金融集団を中核とするコンツェルン的集団を否定される見解の代表として木村敏男
　　教授がおられる。同教授によれば，1）企業集団の岡系持株率は信託銀行の所有株
　　式を除けば，最高の住友系で15．1％三菱系で13．9％と非常に低くなること，及び，
　　2）同系持株率はおおむね金融機関と産業企業に二分されて所有されていること，
　　及び，3）産業企業による金融機関の持株が全持株の中でかなりのウェイトを占め
　　ること，の三点より，金融機関の支配の優位性を否定され，逆に，産業企業の金融
　　機関からの融資獲得のための株式所有を強調されている。さらに，集団内の産業企
　　業間の株式の持ち合いのきわめて低いことを考慮するならば支配関係としての集団
　　の意味はいっそう希薄となる。それ故，木村教授は宮崎教授が資料収集の不可能を
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　第3に，　この様にあいまいに定義きれた資本の集中は競争といかなるかか
わり合いを持つのか。ビジネス・デモクラシーの否定は資本の歌謡によって
規定される問題ではなく，資本市場　（金融市場）の独占的　（不完全性をも
含む）要因と少なくとも生産の高度化にともなう技術要因によって規定きれ
層る。資本の集中はビジネス・デモクラシーに結びつくのではなく生産の相対
的な高度化と関連しながら参入に結びつき利潤そのものに結びつく。それが
経済学の論理である。そのためには，宮崎教授が定義きれたようなあいまい
な概念であってはならない。
　第4に，巨大企業の経営の多角化や系列の進展を中心とする今日の産業社
会にわいては，巨大な企業集団を中心とする分析の重要性を認める。
　その意味では宮崎教授の企業集団表の分析を高く評価する。　しかし，その
集団は経済的に意味のある集団でなくてはならない。経済的に意味があると
いう意昧はconduct，　performance　normに結びつくということである。し
かもその論理は実証の叩上にのるもの’eなければならない。企業集団表と類
似の概念で資本及び生産の集積・集中を表示しようとする試みに一般集中度
（一一国の全産業について上位N社ないしA％の企業の雇用数・資産額・生産
額・付加価値額・出荷額・売上高等々が，全産業の各々の水準に対して占め
　　　　　　　　　（30）
る割合）の指標がある。　しかしそれとても資本蓄積のメカニズムに及ぼす影
響や，特定産業の競争との係り合いや，一国の経済のperformanceとの係
　　　　　　　　　　　（31）
り合いとなると定かでない。
　　理由にして無視された技術的・生産的関連にもとずき，そのうえにうちたてられた
　　高率の株式所有によるトラスト的企業集団をもって寡占休制の基本的な企業集団と
　　考えておられるのは傾聴すべき意見だと考える。
　　　木村敏男『講座日本資本主義発達史論，V』の中の第一論文「巨大企業の成長と
　　寡占体制の形成」，P．20～65．
（30）例えば，公正取引委員会経済部が発表している「主要会社工00社および系列会社の
　　資本，営業利益および付加価値の集中状況調査の概要」，昭和42年6月，を参照せ
　　よ。
　　　尚，この分析方法はA，A．　Berle，　Jr，　and　G．　C．　Meansによって確立された。
（31）越後和典，前掲書，P・87～109・
　　　　　　　　　　　　　　　一74一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本集中度とその経済的意味　315
　最後に，集中の尺度との係り合いで企業集団分析に関して次の事を結論と
しよう。
　企業集団表は，上述の一般集中度の一一特殊形態である。そのaggregate及
びdisaggregateの基準を定めるものは経済理論との係り合いであり，とりわ
け，企業理論の突証的成果をふまえなければならない。
　企業集団表分析は，一般集中度に関する一つの社会構造論的な意味ずけを
試みたものとしてすぐれているが，その分析目的やaggregateの方法に関す
るあいまいさは否定しようもない。特にconduct，　performance　normで企
業集団表分析を図題としょうとすれば，一般集中度それ自体が皮紐となり，
その意味は理論的にさえ定かでない。この点については次節で検討を加えよ
う。
皿　一般集中度と市場集中度
　産業集中を測定する尺度に一般集申度と特定産業ないしは市場集中度があ
　　　　（32）
るといわれる。前者は全産業分野を通じてみた場合の産業集申をあらわす指
標であり，分析目的によって様々に利用されるが，一応狭義に解して前節で
定義したものとする。・後者はもっぱら特定産業ないしは市場の構造面におい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）
てその独占化傾向を測定しようとする指標の一つである。さらに特定市場に
おける経済力の集申を把握する方法は市場構造（market　structure）による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）
測定と市場成果（market　performance）1こよる測定とがあり，構造と成果の
　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）
相互連関は産業組織論の教える所である。　ここではひとまず市場集中度はあ
る市場成果をもたらす構造的要因の一つであると指摘しておこう。そして市
場集中度を特定産業における上位の少数（通常は上位3社，　4社，5社，10
（32）　J．　S．　Bain，　oP．　cit．，　p．78r－81．
（33）　G．　Rosenbluth，　“Measures　of　Concentration”　in　Bzssiness　Concentration
　　and　Price　Policy，　（N．B，E．R）　，　p．　57．
（34）　T．　Scitovsky，　oP．　cit．，　p．101NIO2．
（35）この様な観点に立った価格理論でもっともすぐれたものに，J．　S．　Bain，　Price
　　TJzeoi’y，1963，がある。特にChap．4，5，6，7がすぐれている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
社，20社等々）が占める生産物の集中と定義しておこう。尚，ここで“特定
産業ないしは市場。と言う表現をしたのは，両者を同一のものとみなすと前
　　　　　　　　　（37）
提しているからである。
　さて，前節では一般集弧度を資本集中度との係り合いで検討したが，ここ
では特定産業における集申度との係り合いでpすなわち，特定産業における・
競争との係り合いで検討してみよう。
　仮に！0の主要な産業において，10社が各々の産業に特化し，一一・国の経済の・
中核を成し，完全に独占の地位にいたとしよう。市場集中度は100％であり，．
資本で測定した10社の一般集中度は或る水準（例えば20％）であったとしよ
う。各社は各産業における急速な技術進歩に必要な資金を独占的な地位を利‘
嘱するか，又は信用や政府援助で獲得し，積極的に多角経営に乗り出し，新
規産業や旧来の産業でも技術革新による新たな予想利潤の生まれた分野に参・
　　　　　　　（38）
嫁したとしよう。この結果，10社の一般集中度（資本集中度）は上昇（例え．
ば20％から30％に）したが，各市場における各社の独占的地位はくずれ，市’
場集中度は下落する。
（36）G．Rosenbluth，　op，　cit．　p．57．尚，　Kaysenが特定産業における市場集中度と呼・
　　んだものは例えば5社集中度50％又はそれ以上の産業はM産業であるという意味に
　　おいてである。そして，Kaysenはこの構造的寡占産業の基準を最大8社集中度が＝
　　告の市場シェア以上を持つことにおいた。
　　　C．　Kaysen　and　D．　Turner，　Antitrust　Policpt，　p．27．
（37）ここでは価格理論の観点から同一とみなしている。むろん，分析目的によって様々’
　　に産業概念を解することが出来るが産業又は市場概念をそろそろ日本でも再検討し
　　統一すべき時にきているのではないだろうか。特に先だっての八幡富士合併のケー
　　スで，この“市場ミ概念が一つの重要な争点にもなったし，又，公正取引委員会が＝
　　発表している「日本の産業集中」のデ・一’タも相当蓄積されてきたからでもある。こ
　　の点については，別の機会に産業概念として色々と理論的に検討したい。
　　　公正取引委員会r日本の産業集中』，昭和44年，を参照されたし。
（38）参入（Entry）に関しては
　　J．S．　Bain，　Barriers　to　Nezv　ComPetition，工965，及びP．　Sylos－Labini，
　　OligoPoly　and：Technical　Progress，1962，を参照されたし。
　　尚，“Entry”と云う概念をexplicitに理論にもち込んだのは，　E．　H．　Chamberlin一
　　である。
　　　E．　H．　Chamberlin，　The　Theory　of　MonoPolistic　Competition，　8th．　ed．．
　　P．　82．
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参入をまねいた布場においては，他の事情を一定と仮定すれば，参入の数
が多く，各社のシェアが：不安定であればあるほど，又その参入者が巨大な資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）
本系列に所属すればするほどその市場における競争の激しさは増す。他の事
情を一定にすれば，資本は長期予想収益の大きい新規産業や技術革新のいち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）じるしい分野に殺到するが故に，参入の数は増す。市場集中度の下落による．
競争の激しさは各企業の市場政策（policy）に，従って，行動（conduct）に
密接な影響を及ぼし，結果として実現する市場成果（market　performance）
に重大な影響を及ぼす。
この様に
麟集帳の回贈爵帳の）津（麟論る）纏鮨藍ける〉
の場合をCase　1　と曄ぼう。　（←）の符号は逆も又成り立つと言うことであ
（41）
る。宮1崎教授が戦後財閥解体後の日本経済の独占化傾向の特徴として指摘さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
れた競争の単純化されたモデルケースではあ．るが，系列ごとのワンセットの
（39）巨大な資本系列に所属している企業ほど，少々の競争では倒産しないということで
　　ある。少数の激烈な競争はmarket　performanceとしてはあまり歓迎されない
　　cut－throat－comPetitionになる傾向がある。
d（40）巨大資本系列にとっては，‘さほど参入障壁（entry　barriers）が問題にならないこ
　　とを前提としている。
（41）市場集中度の上昇は企業に独占力を与える（市場集中度の下落は市場を競争的にす
　　る）が，それを行使し，必らずや市場成果に影響を及ぼすかどうかとなれば別の問
　　題である。それの可能性はあくまで蓋然性で別の要素が入ればその様にならないこ
　　ともある。（←）のケースは企業の市場政策の遂行上，関連企業を合併するような
　　ケースを考えればより明快である。
　　　この注でもう一点だけ補足しておきたい点がある。Case工　に関して述べられ
　　た議論は，もっぱら資本集申が，内部蓄積か又は外部資金でまかなわる場合を想定
　　しているのであって，いわゆる合併による資本集中を想定していない。但し，合併
　　による集中は，マルクスも指摘しているように資本の所有権の移転に力点があるの
　　であって，市場集中に及ぼすインパク5はより直接的になる（いいかえるならば合
　　併による生産効果が不明瞭になる）という点を除けば，議論の本質は変らない，以
　　下，Case■，　Case皿の場合も同様である。
　　　尚，合併の生産に及ぼす効果については，八幡富士合併の件で問題となったが，
　　この点にはふれない。
く42）宮崎義一『戦後日本の経済機構』，P．258～259．
一77一
　318
投資活動は少々の過当面争の弊害を生み出したが，市場における競争を強め，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）きわめて塾ましい無毒成果を実現したともいえる。
　次の場合を考えよう。
　10社は各主要産業に特化しており，各々のシェアが20％であったとする。
しかも，？rlO社は一国の会社の申で中核を占める大企業で10社の資本集中度
は10％であったとしよう。各社は独占的地位を利用して何らかの形で有利な
資金を獲得したが，投資は規模の経済性の存在によりもっぱら各々が生産性
を高め競錆に打ち勝つために自己の産業を申心になされたとしよう。その結
果10社は，各市揚における弱小の企業が淘汰され市場集中度が高まる故，市
場における独占的地位を強化し，より一層の独占力を持つ。このケースに当る
ものが冒頭で引用したマルクスのケースである。ただ，マルクスはこの過程
が完全独占に至るまで進展するものと暗黙に想定していたと思われる。しか
し，実は，その前の寡占段階にて競争の性質は変る。その産業が尚も急激な
成長を続け需要の伸びが激しいならば企業はたとえ少数であっても激烈なシ
ェア争いを続けがちである。しかも，その産業が一国の主要な地位を占める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）
場合，競争の波及効果は大きく，一国の経済成長も加速される。　しかし，そ
の産業の需要の伸びが相対的に減退するならば，過剰生産の傾向を迎え，寡
占の競争に特有の相互依存性　（mutual　dependence　or　oligopolistic　inter一
　　　　　（45）
dependence）　の認識や相手反応の予測の不確実性による寡占的訓ずまり
　　　　　　　　　　（46）
（oligopolistic　stalemate）の状態を招き，独占的性格を強める。もし，画期
　　　　　　　　　　　　　　　　ジ的な技術革新でもなければ，市場は相対的に安定し，市場集申は⊥ヒる。この
状態は準独占の状態と呼んでもよかろう。この様な段階を迎えた巨大寡占産
業における一層の資本蓄積は国境を越えた投資にまわるか，又は，企業の多
（43）戦後日本の急速な経済成長は，活発な民間投資主導型だという評価をすれば，基本
　　的に航しい市場成果を実現したともみなしうるというこ．とを指摘したまでである。
（44）W．∫．Baumol，　Bzasiness　Behavior；Valtee　and　Growth，　Chap．4，6，7，成
　　長との関係ではChap．　IO．
（45）　E．　H．　Chamberlin，　oP　cit．，　p．46rv47．
（46）　W．　Fellner，　ComPetition　Among　the　Few，　p．2sN29．
　　　　　　　　　　　　　　　一　78　一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本集中度とその経済的意味　319
角経営化へ一層のドライブをかけるであろう。後者の場合はCase　lか，又
は，後ほど述べるCase皿に該当するであろう。もし，それ以外に道がある
とすれば，資本は巨大な組織の内的硬直化による腐敗のために消滅するか，
安易な軍需的浪費へ逃避するであろう。
　．以上の点を図表化すれば，
麟集帳の）＃腰集帳の）君（市場における独占力の強化）・＞L（灘縢ナる）
となり，これをCase　ffと呼ぼう。尚，　Case豆は活発なシェア争いから
準独占の傾向を強め，他の事情を一定と仮定すれば一層の資本蓄積の進展は
Case　Iか，又は，　Case　IEへと転化する可能性を必然とする。
　Case皿に移ろう。　Case皿と同様に，10社の資本集印度を10％とし，各
々，主要な10の産業に特化しており市場集申子を20％とする。今，内部蓄積
の進展は資本集中度をIO％からしだいに上昇せしめるものとする。　Casel［と
違う点は各社の投資の主要な部分が自分自身の産業に投資するのではなく，
垂直統合や非常に集FIII度の低い産業（関連，下請産業や流通部門，その他）に
分散して投資された場合を想定する。その結果，資本集中度の上昇は直接的
には当該市場集中度を高めることにはならないし，又，投下された市場にお
いても，市場集印度を高めない。ただ，間接的には，各々，当該市場におい
ては独占力が強化されることになる。　尚，当該市場と全く無関係な市場に資
本が投下された場合にも当該市場の独占力を間接的に増すか否かという問題
がある。一般に，垂直統合を別として，この様に多角化された大企業は混合
　　　　　　　　　　　　　　　　（47）
企業（conglomerate　firm）と呼ばれる。　C．　D。　Edwardsによれば，混合企
業とは抽象的概念であって，すなわち，生摩物の独占を獲得することなく，か
つ，規模の経済を派生することなく，思った大きさになしうる企業で，独占と
効率に対する伝統的な焦点とは異なった規模と力の問題を調べる手段である
（47）　T．　C．　Narver，　Conglomerate　Mergers　a”d　MarJeet　ComPetition，　1967，
　　p．3．
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という一。．そして，この混合企業の持つ市場力を混合的市場力（conglomerate
power）と呼び，　T．　C．　Narverはマーケッティングの力点並びに市場及び
企業活動の間にある資源を意のままに移動させうる混合企業の能力と定義し
　　（49）
ている。C．　D．　Edwardsは混合企業が独占力（特定市場におけるコントP一
ルによる）や効率と区別した力（すなわち，巨大性から派生した）を持つ根
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（60）
拠を次のようにより具体的に例示しているu要約すれば次の通りである。
　1）大量の貨幣支出
　2）．大企業間と大企業と小企業聞の態度の相違
　3）・混合企業と専門的小企業の安金さの相違
　4）自給自足（self－sufficient）の機会の創造
　5）抱合せ販売（tie－in－sales）や排他協定（exclusive　dealing　agreement）
　6）相互恩恵（reciprocal　favors）や特許交換（patent　exchanging）
　7）裁判や社会的政治蛮力の相違
G．W．　Stockingは，このC．　D．　Edwardsの根拠が（7）を除いては独占．力
にも．とずくか，又は，資源の効率的利用にもとずくもので，巨大性独自の力
　　　　　　　　　　　　　（51）　（52）と判定しがたいと批判している。越後教授もこの見解を支持しておられる。
つまるところ，両者の見解によれば，混合的市場力は社会的政治的力及び，
従来の独占力を別とすれば，経営資源の効率的利用以外にないことになる。
・しかしながら，C．　D．　Edwardsの抽象概念は別とし．て我々が想定している
独占力をコアーとするケースでは独占力は当該市場から資本投下ないしは合
併された市場へとふえんされ，累積化され，やがては，当該市場の独占力を
強化し，かつ経営資源の効率的利用によっても当該市場のその力を一層強化
（48）　C．　D．　Edwards，　“Conglomerate　Bigness　as　a　Source　of　Power，”　in　Business
　　Concentration　and　Price　Policy，　（N．B．E．R）　，　p．232．
・（49）　T．　C．　Narver，　oP．　cit．，　p．105．
〈60）　C．　D．　Edwards，　oP．　cit．，　p．334N・352．
〈sD　C．　W．　Stocking，　“Comment，”　in　Betsiness　Concentra．tion　and　Price　Po－
　　liay，　（N，B．E．R．），　p．352N359．
（52）越後和典，前掲書，p．IO6．
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する危険はあるけれども，この力はあくまでも間接的であり，畢寛，独占的
地位の結果か，効率にある。垂直統合の場合を別とすれば，企業がより直接
的に独占力を強化することを意図するならば，おそらく当該市場に再投資す
ることを第…とするであろう。
　これを図表化すれば，
嚇鋤畷尽り＃（市場における競争力の不変，ないしは，間接的独占力の強化）¢（賊難纂）
となり，これをCase皿と呼ぼう。
．以上の三つのケース以外に
（躰集畷不変）2継導爆上昇；）・・（轟紫魏歪穣、減退）
（資本集中度下落）＃（栗欝蕪上昇；ト購臨㌘穫、減退）
’の6つのケースも考えられるが，相対的な規模　（firm　レベルで）の利益が
ないか，又は，独占の：不利益（？）が存在する場合で，　きわめて現実性の乏
　　　　　　　　　　　　　（53）
しい想定なので説明を省略する。
　以上を要約すれば，企業の意図する投資活動によってCase　I，］1，皿及
びその他の六つのケースの全てが論理的に成立するということである。この
全ての場合を通じて．諸々の指数の変動がリンクする関係は，
（甲州幟）・t（lll器鋸琵雛簡な唇（騰養ける）
一であり，
　　（資本集中度）と（市場集中度）及び（競争ないしは独占化傾向）、との関
係は論理的には無関係となる。すなわち，資本集中度（一般集中度）は市場
における競舗ないしは独占化傾向とは直接的には論理的に関係しない。資本
集民度の上昇が独占化傾向の強化をもたらす皿の場合においても，それはあ
（53）機械論的には資本集中度が不変又は下落したとしても，資本集中度に入っていない
　　会社（つまるところそれ以下の規模でかつ市場集中度を構成する会社）が市場シェ
　　アを高めれば市場集中度は上昇する。市場集中度を構成する企業内で相殺されれば
　　不変，市場集中度を構成しない企業に食われれば下落する。
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くまで市場集中度の上昇を媒介として間接的に可能となるにすぎない。Case
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（54）
J工をもっぱら主張する人に御園生教授がおられる。Case・皿の多角化の間接
的効果を強調する人にC．D．　Edwardsがいたが，彼はそれを独占力とはい
わず混合的市場力と言った。
　資本集中が市揚集中とは無関係に・独占力を強めるのはCase　IE　ではある
が，垂直的統合を除けばそれはきわめて第二義的な影響力しか持たない。　し
かしながら，多角化の多くの部分が関連産業や流通部門から成りたつとすれ
ば，Case皿は独占化傾向のためにかなり重要な側面を持つといわなければ
ならない。むろん，その力は流通過程の技術的人的費用の節約によるなら
ば，深碧過程の独占的支醜によるとはいえない。それはむしろ資源の有効配
分に資する結果といわなければならない。資源配分の効率性の上昇が価格低
下となって買手に反映されないとすれば，その企業がすでに当該市場におい
て独占的地位にあるζとの結果である。
　市場における競争と明確なかかわり合いを持つ指数は，他の事情を一一一・一定と
仮定すれば，第一義的には市場集真電でしかありえない。たとえ資本集中の
上昇が各企業の独占的地位の結果であったとしても，一方的に市場集申度を
高め，各企業の独占力を一層強化するか否かは一概にいえない。むしろ，市
場が一定の寡占段階に到達すれば，技術革新等を契機として各企業の独劇的
地位を破壊する力が強く働くというのが寡占体制下における競争の本質では
ないだろうか。
　以上の私の論点は，C．　Kaysenが一般集中度と市場集F［＝1度は論理的に無関
　　（56）
係であると主張したことについて，一般集中度を資本のディメンジョンで把
握した資本集中度で代表せしめ，資本集中度を増加せしめた内部蓄積をいか
に再投資するかというプロセスをフォローすることによって，企業の利潤追
（54＞御園生等，新田俊三『独占価格』，p，163．
（ss），　C．　Kaysen，　“lndustri．a．1／　Conpentration　in　the　Vnited　States，　”　in　Die・　」KonL－e－
　　ntration　in　der　PVi’rtschaft．　Herausgegeben　von　Helmut　Arndt，　S．683．一v689．
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求の内的方向を追求し，その方向のいかんによっては市場集中度はい．かなる
方向、へも変動することを主張し，C．　Kqysenとは異なった動態的な形でその
論理的な無関係を主張したのである。むしろ，上述の例は極端に単純化された
ケースであり，若干の仮定はゆるめてもよい。たとえば，一般集中度に含まれ
る企業数はIO社でなくて，50社でも100社でも200社でもよい。又，各企業は
それぞれの産業に適度に特記しておればよい。又，そうでない場合も含まれ
てよい。その場合には東業所レベルで集計された市場集中度をとればよい。議
論の本質は変らない。むろん，以上の議論は中小企業に対比して，ある程度，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）
寡占市場を構成している1ゴ大企業の資本蓄積の優越性を前提としている。
　しかしながら，私のすでに述べた議論から明らかのように若干の点を補足
しなければならない。
まず第1点は，市場成果は明らかに市場構造に依存しているが，そこから
（56）A．A．　Berle，　Jr．　and　G．　C，　Meansの調査によれば，「1909年から1928年の期
　　間をとると，集団としての諸大会社（200社の大会社の資産額）の年間成長率は5．4
　　％であり，一方，全（履践行業）会社のそれは，（概算が信頼出来るとすれば）3．6
　　％であった。また，200社の大会社を除いた他の株式会社のそれは2．0％を数えるに
　　すぎない。諸大会社は，富の面からいえば，全株式会社のそれよりも50％以上も急
　　速に増大しており，また，小規模のそれよりも2．5倍以上の速さで増大したことが
　　わかる。」A．A．　Berle，　Jr．　and　G．　C．　Means，　op．　cit．，北島訳，　P．43～45．
　　　尚，彼らのデータからでは，大会社の富の成長がもっぱら合併によるものか，内
　　部蓄積によるものか定かではない。
　　　A．A，　Berle，　Jr．　and　G．　C．　Meansのデータに対比して，時期はずれるが，
　　日本の公正取引委員会が発表した最大100社の資木金，営業利益金，及び付加価値
　　対比表と云う面白いデータがある。調査はS39年度末に行なわれたものである。
　　　驚蔑畿鍮L39・・％・驚二品葉欝一28・・％
　　　難i辮辮膿血一・…％
　　　しかも資本金集中度の時系列を調べてみると，S25年末＝32，1％，　S33年末＝：
　　35。4％，S38年度末＝39，4％，　S39年度末＝39．O％　となっている。
　　　資本金の集中度は上昇し，39．0％，系列会社を加えると，実に53．9％と資本金の
　　集中度を高めているのに，営業利益率では28．7％付加価値率では21．3％しか占めて
　　いないというのは一体何を意味するのだろうか。目下のところ，定かでない。
　　　　「主要会社IOO社および系列会社の資木営業利益および付加価値の集中状況調査
　　の概要」，公正取引委員会経済部，昭和42年6月。
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得られた資本の内部蓄積の再投資過程では明らかに市場構造がその投資対象
を選択する場合の重要な要素となっているということである。　しかし，企業
の投資活動をより明示的に規定するものは長期予想収益の存在であって，市
場構造は技術革新の状態やその可能性，需要の伸び等々とともに，併設予想
収益を構成するものの一つとみなきれる。企業の投資対象の選択の場合にあ
っては，市場構造は与件ではなく条件を構成するのである。その意味では，
資本蓄積による集中度の上昇と市場構造は明らかに論理的関係はあるが，そ
の関係は選択関係であって決して一方的な論理関係ではない。
　第2点は，資本集巾の上昇が企業間合併によってなされた場合は，Case工
がネグレクトされる。もっぱら，Case］工かCase皿の効果に類似する。合
併による資本集中度の．h昇は，資本の内部蓄積に対比してきわめて忌むべき
効果を持つ。水平合併は明らかに市場集中度を高める。垂直合併ないしは混
合的合併　（conglomerate　merger）の間接的効果はCase　Mにおいて上述し
た議論と同一である。企業合併による資本集中度の上昇は，市場の独占化傾
洵と強い関係を持つが，これはあくまでも市場集中度の上昇を媒介としてい
る点には変りなく，資本集中度と市場集「i’i度と市場の独占化傾向との関係に
は本質的な変化はない。
　さて，一般的市場集申度と市場集中度との関係は，一般的に無関係であ
り，市場の競争と係り合いを持つのは市場集中度のみであると主張した　C．
Kaysen　の説を厳密な静態的な価格理論の観点から再検討してみよう。
　価格理論によれば，長期均衡価格は，需要が決まれば，供給側の諸条件に
よって完全竸争の水準（超過利潤＝0）から完全独占の水準までのどこか一一
点に定まる。市場において競争をさまたげる条件を独占的要因（但し長期的
　　　　　（57）
に）といわれ，その主要な要素は企業の少数性と格差，生産物の差別化，参入
障壁である。価格がこの両極のいかなる水準に決定されるかは，市場の競争
の状態に依存する。市場の競争の状態は，上述の独占的諸要素によって規定
（s7）　E．　H．　Chamberlin，　oP．　cit．，　p．7N9．
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される。かくて，他の条件を一定と仮定すれば，価格は市場における競争に．
依存し，競争は企業の数と格差に依存する。そして，お互いの政策の反作用
が相互認識出来るほど企業数が減少した市場形態を寡占と呼ぶ。’この市場分
変質過程において，競争の質もことなり，企業の政策決定に変化をもたら
す。従って，市場成果も異ってくる。一般に，企業が少数になり，企業周格
差が拡大すればするほど，すなわち，市場構造が集中すればするほど，他の
事情を一定と仮定すれば，市場成果はきわめて望ましくない独占の市場成果
に点ずいていくといわれている。市場構造の集中は，いわば，独占的市場成
果の構造的基盤となり，市場における競争を減退させ，当該市場における企　　　（58）　（59）業の独占力を増大せしめるのである。かくて，市場集中度は経済力集中の有
力な指標の一一一一つと考えられ，それは市場の競争，従って，市場成果とリンク
する指標の一f・・一つとみなされるようになった。
　ところで，一般集中度は巨大企業の資本の格差（：不平等）ないしは巨大性
を示す指標たりうる。しかし，その背後に理論的仮説がなければただそれだ
けである。，もし，…般集中度の背後に理論的仮説があったとしても，市場集
　　　　　　　　　　　　　，
中度の背後にあるi寡占理論の仮説と異るならば両指数は，本来，別のもので
ある。両指数が一致すると言う保証はCase∬の場合のみであって，寡占段
（58）価格理論で定義された独占力とはミ供給をコントロールすることによって価格に影
　　響を与える力，又は，価格をコントn一ルすることによって供給に影響を与える
　　カミを云う。E．　H．　Chamberlin，　op．　cit．，p．7．
　　　C．Kaysen．はもっと拡大して解釈している。彼によれば，市場が競争的に機能
　　しない程度の尺度は支配企業の自由選択の余地に一致するという。そして，この選
　　択の対象は価格産出量，投資，立地，生産物差別化，まで含まれている。つまると
　　ころ，C．　Kaysenによれば，経済力の集中“concentration　of　economic　power”
　　すなわち独占力とは支配企業の自由選択の余地で規定され，自由選択の対象とはす
　　べての企業の活動分野にわたる主な決定事項を示すものと理解出来る。さらに補足
　　すれば，C．　Kaysenはこの自由選択の余地と市場集中度が大ざっぱな相関を持つ
　　という。
　　　この様に広く定義されたC．Kaysenの見解を私は支持する。本文の独占力とは
　　そのようなものと解せられたし。
　　　C．　Kaysen，　oP．　cit．，　p．688．
（59）注58のC．Kaysen説より明らかであろう。
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階においでは，かなり特殊なケースである。
　一・般集中度に対比して，市場集中度は市場における少数を示す絶対数たり
うるが，…般集中度と同じく特定数丙（例えば10社）の企業絡差を表示しえ
ない。その三昧において，市場集Fl・度は市場構造の集中の指標として，従っ
て，経済力の集中の指標として欠陥があるといわなければならない。
　価格理論との関連において論理的意味を持つ要因は，市場における絶対数
における少数性と企業格差であって，全産業における巨大性とは論理的関連
性がない。C．　Kaysenは主張する。
　「一般集中度が経済力の集中の指標としてどんな意味を持ったとしても，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（60）
そのほとんどを貸し与えたのは背後にある特定市揚の集中度である。」と。
　以上の様に，一般集中度と市場集巾度は無関係であるど断言することは，
競争メカニズムの解明を主とする価格理論の論理的帰結であるが，しかし，
C．Kaysen　も補足しているように，アメリカ経済においては，…般集中度と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）
市場集中度にはかなりの相関があるようである。　しかし，それはあくまで，
一般集中度に占める巨大企業がCaseエ，Case五，　Case巫のどの部分に相
対的に多く位置するかという相対関係によって定まるのであって，一概に言
えない。　どの部分に多く占めるかという岡題は産業における発達の状態や一
国経済における位置，技術，経済変動，経済政策その他諸々の要因が重なっ
て決定されるのであって，両指数の連関にとっては外的要素である。宮崎教
授が両指数の乖離をもって戦後日本経済の特質と規定されたことは，戦前に
対’ｵては特質と言えるかもしれないが，より一般的には寡占段階における競
争の経済的特質の一局面と述べた方が正確である。
　　　　IV　結　　論
1．　大規模経済の存在する三業において他の｝1葬情を一定と仮定すれば，競争
（60）　C．　Kaysen　“ludustrial　Concentration　in　the　United　States，　”　in　Die　Kon2en－
　　tration　in　der　Wirtschの「t，　S．689．
（61）　C．　Kaysen，　a．　a．　O．，　S．689．
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　の進展は必然的に寡占段階へ移行する。この過程では，資本集中度と市場
　集中度は一致する傾両を持つ。　しかし，尚一層の資本蓄積は資本集中度を
　高めるが，究極には共謀による独占的傾向を強め，準独占（協調的寡占）
　を生み出し，市場集中度は安定する傾向を持つ。そして，蓄積された資本
　は多角化や・新規産業へ殺到する傾向をもち市場集申度の上昇は停滞，ない
　し’は，場合によっては下降することもある。
2．　新規産業や技術革新の激しい時代では，資本集申度と市場集中度は離反
　する傾向があり，少数の巨大企業又は巨大企業集団が一・体となって激しい
　競争をする。
3，　多角化の進展は，資本集申度を高めるが，直接的には市場集中度に響か
　ない。間接的には独占的傾向を強める方向にある。
4．企業合併による資本集Fl二r度の上昇の場合は一L般的に，資本蓄積による場
　合に比較して市場集中度を高める傾向にある。
5．資本集中度とTl了場集中度は論理的に無関係である。市場にわける競争は
　企業の絶対数における少数と格差に依存するが，資本集中度は一国におけ
　る資本所有の格段又は巨大性を表示したものである。資本集中度と市場集
　中富の離反は寡占段階における競争の一特質である。両指標の離反に関す
　る・評価は，実証分析による　performance　normにもとずいて慎重に判断
　される必要がある。
6．宮崎教授の企業集団表分析の批判で提起した諸問題の中で，いくつかの
　点が未検討のままで残された。
　特．に残された主要な問題は，集中のdimensionの問題，産業概念の問題，
それらをふまえた市場集中度の聞題，そして最後に，資本集中の経済分析の
理論的方法の検討である。
　これらの問題は今後研究し，機会を改めて発表したい。
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（附表1）　適用除外法令別カルテル数
根 拠 法
? 36年・蘇｝42年・2月末
独占禁止法24条の3（不況カルテル） S28．9．1施行
独占禁止法24条の4（合理化カルテル） S28．　9．　1　”
中小企業団体の組織に関する法律 S33．　4．　1　t／
機械7r業振興臨時措置法 S31．　6．15　n
電子工業振興臨時措置法 S32．　6．U　，i
繊維工業設備等臨時拮置法（旧法S31．IO，！）S39．IO。1〃
生糸製造設備臨時措置法 S32．　5．28　”
石炭鉱業合理化臨時措置法 S31．　9．　1　n
酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律　S28．3．1〃
漁業生産調整組合法 S36．　6．13　”
輸出入取引法 S27．　9．　1　t／
輸出水産業の振興に関する法律 S29．12．　1　”
肥料価格安定臨時措置法 S39．　8．　1　n
内航海運組合法 S32．　6．　1　”
灘徽関係営業の灘の適正化に関するS32…2〃
その他
合 計
3
9
467
1
o
4
o
o
9
193
IO
1
12
5
o
714
o
13
S90
8
o
3
o
o
12
7
213
8
2
22
123
o
エ，06エ
（注）（1）昭和28年3月末では適用除外法によるカルテル数はたった53件しかなかった。
　　（2）公正取引委員会編S　lisk占禁止政策二十年史』，p．618～620の資料による。
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（附表2）　事業者団休現存数
遠く墜
???? ?
4 ?
水 産 業
鉱
?
建　設　工　業
製　造　工　業
? ?
運輸通信業・公益Ti1：業
金融保　険　業
サ　一　ビ　ス　業
そ の 他
（小
S　36
3，172
906
490
119
246
3，603
4，2フ2
工，020
315
746
2，160
17，049
S42ユ2
3，18S
906
500
121
259
3，フ35
4，353
1，034
364
761
2，194
17，412
＼鞭末業種　　　　　溢
商　工　組　合
輸出入組合
酒類　業組合
輸出水産業組合
環境衛生同業組合
内航海運組合
漁業生産調整組合
鉱工業技術研究組合
商店街振興組合
（小
）?．?
合 計
S　36
453
35
282．
6
328
80
4
1
1，189
18，238
S　42　．12　li
770　P，
35
282
7
364　ii
l13
10　li
7L
3
1，591　［
工9，003
（注）（1）昭和28年度末では事業者団体総数は16，660件であった。
　（2）公正取引委員会編「独占禁止政策二十年史』，p．700～701の資料による。
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